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　町では、社会教育行政に広く地域の意見等を反映さ
せるため、社会教育委員を設置しています。委員の任期
満了に伴い、公募します。
▶�応募資格／満20歳以上の町内在住の方で、社会教育

に関心があり、町のほかの審議会等の公募による委員
になっていない方

▶募集人員／ 2 人
▶任期／2年(令和5年4月1日～令和7年3月31日)
▶�会議／年2回程度(平日の日中開催、約2時間)および研

修会等への参加
▶報酬／町の規定に基づき支給
▶�提出書類／「私が考える寄居町の社会教育」をテーマ

とした意見、考えをまとめたもの(800字以内)を提出
していただきます。
※�応募方法について詳しくは、町公式ホームページをご覧く

ださい。
▶募集期限／12月23日㈮
▶�その他／応募者の中から審査により決定します。ま

た、応募者全員に文書で結果を通知します。
生涯学習課( 581･2121内線532)

　電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏ま
え、臨時的な経済対策として、住民税非課税世帯等に
対して、緊急支援給付金を支給します。
▶支給対象世帯

①�令和4年9月30日時点で寄居町に住民登録があり、世
帯全員の令和4年度分住民税均等割が非課税の世帯

②�申請時点で寄居町に住民登録があり、予期せず令
和4年1月以降の収入が減少し、住民税非課税相当
の収入となった世帯(家計急変世帯)

※�住民税非課税相当の収入とは、世帯全員のそれぞれの年収見込額
(令和4年1月から令和4年12月までの間の任意の1カ月の収入に12
を乗じた額)が住民税均等割非課税水準以下の収入をいいます。

▶給付金額／1世帯当たり 5 万円
▶手続き

【�①の世帯】支給対象となる世帯へ、11月下旬以降に給付内
容や確認事項を記載した確認書を送付します。内容をご確
認いただき、令和5年1月31日㈫までに返信用封筒で福祉課
へ返送してください(消印有効)。

【�②の世帯】給付金を受給するには、申請が必要です。申請
書（申立書含む）に必要事項を記入し、必要書類を添付のう
え、令和5年1月31日㈫までに福祉課へ申請してください(郵
送可、消印有効)。

※�詳細は福祉課へお問い合わせください。また、申請書は福祉課、
寄居町社会福祉協議会に備え付けてあるほか、町公式ホームペー
ジからも取得できます。

福祉課( 581･2121内線121･122･125)

募集します！
寄居町社会教育委員

住民税非課税世帯等に対する
緊急支援給付金について
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議会レポート
9 月 議 会

　町議会第３回定例会(９月議会)が９
月16日から10月７日までの22日間の会
期で開かれ、令和３年度決算の認定な
ど17議案と１件の請願の審議が行われ
ました。

�議会事務局( 581･2121内線341)

（単位：千円）▶令和４年度会計別補正予算額
区分 補正前の額 補正額 総額

一般会計　　　 12,652,584 903,909 13,556,493

特別会計
国 民 健 康 保 険 3,662,457 25,740 3,688,197

後期高齢者医療 459,971 4,499 464,470

※水道事業会計は、債務負担行為のみで予算額の増減はありません。
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町の健全化判断比率等をお知らせします！
　財政情報の公開と地方公共団体の財政の早期健全化を目的として『地方公共団体の財
政の健全化に関する法律』に基づき、町の健全化判断比率等を公表します。

財務課( 581･2121内線321)

健全化判断比率等の算定結果
令和3年度決算の健全化判断比率等の算定結果は表のとお
りで、いずれも早期健全化基準、財政再生基準および経営
健全化基準を下回り、町の財政は健全な状況です。
▶健全化判断比率

財政指標 実質赤字
比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

将来負担
比率

町の算定値 － － 3.4％ 24.1％
早期健全化基準 13.78％ 18.78％ 25.00％ 350.0％
財政再生基準 20.00％ 30.00％ 35.00％  

※�実質赤字比率および連結実質赤字比率は赤字額がない場合「－」で表示
されます。

▶資金不足比率
会計名 水道事業会計 下水道事業会計 公設浄化槽事業

特別会計
町の算定値 － － －
経営健全化
基準 20.00％ 20.00％ 20.00％

※資金不足額がない場合「－」で表示されます。

○健全化判断比率とは？
実質赤字比率
一般会計に赤字額がある場合、その赤字額の程度を
指標化するもの
連結実質赤字比率
町の会計全体で赤字額がある場合、その赤字額の程
度を指標化するもの
実質公債費比率
地方債の償還金等の大きさを指標化し、財政負担の
程度を示すもの
将来負担比率
一般会計が将来支払う可能性のある負担額を指標化
し、将来の財政負担の程度を示すもの
○資金不足比率とは？
公営企業会計に資金不足額がある場合、その額を事
業規模と比較して指標化するもの

行政インフォメーション  information 行政インフォメーション  information


